
 

Ⅳ 地域保健課の業務概要 

地域保健課の業務は、保健師関係指導事業、母子保健事業、成人・老人保健事業、総合的な自殺対策推進

事業、地域・職域連携推進事業、栄養改善事業及び精神保健福祉事業を主要業務として、管内市町及び関係

機関と連携を図りながら事業を推進している。 

 

１ 保健師関係指導事業 

保健師は、企画課・地域保健課・疾病対策課・成田支所に配属され、保健所内各種保健指導業務の他、市

町保健活動に対して、各種会議や連絡会等で計画・評価の支援を行っている。 

  保健活動の推進を図るとともに、管内の保健師を対象とした現任教育連絡会や新任期、中堅期、管理期と

いった保健師のキャリアに応じた研修会の開催、印旛郡市保健指導者研究会等への支援、管内看護管理者や

在宅療養を支える関係者を対象に研修会を開催し、保健医療従事者の資質向上に努めている。 

 しかし、令和3年度については、新型コロナウイルス感染症の流行の影響で、各研修会を中止または縮小

しており、例年通りの事業の実施はできなかった。 

  

 （１）管内概況 

管内の保健師就業数は、保健所19人（次長1人、企画課1人、地域保健課5人、疾病対策課7人、成

田支所5人）であり、市町村保健師は令和3年4月1日現在180人（新規採用者11人）である。市町で

保健衛生関係に従事する者は115人、福祉28人、介護保険25人、他12人となっている。 

      表１－（１） 管内保健師就業状況（令和3年4月1日現在）    （単位：人） 

  区 分  

 

年 度 
総数 保健所 

市 町 村 

保健衛生 福祉 介護保険 その他 

令和元年度 194 18 114 23 26 13 

令和 2 年度 194 18 106 29 28 13 

令和 3 年度 199 19 115 28 25 12 

成田市 30 ― 15 7 5 3 

佐倉市 37 ― 28 6 1 2 

四街道市 20 ― 15 2 2 1 

八街市 18 ― 12 0 5 1 

印西市 26 ― 15 4 4 3 

白井市 19 ― 10 5 3 1 

富里市 16 ― 11 1 3 1 

酒々井町 6 ― 5 0 1 0 

栄町 8 ― 4 3 1 0 

 

  



 

（２）保健所保健師活動 

地域保健法の施行により対人サービスの多くは住民に身近な市町村が実施しており、保健所保健師は、

広域的・専門的な活動を中心に事業を実施し、市町村や関係機関と連携を取りながら支援活動を展開して

いる。令和２年度より、新型コロナ感染症の流行による緊急事態宣言が発出された際には、感染予防のた

め家庭訪問を極力控える等、新型コロナウイルス感染症の流行状況に配慮しながら保健活動を行った。 

また、訪問以外の保健指導は新型コロナ感染症関係の相談が大半を占めた。 

表１－（２）家庭訪問等個別指導状況（令和4年3月31日現在） 

（単位：件） 

区 分  

 

種 別 

家庭訪問 
訪 問 以 外 の 保 健 指 導 個別の連携 

・連絡調整 面 接 電 話 メール 

実数 延数 実数 延数 延数 延数 延数（再掲：会議） 

総 数 107 180 791 1,395 33,616 241,179 929(21) 

感 染 症 17 17 278 278 32,535 241,090 39(0) 

結 核 62 120 38 76 707 2 573(10) 

精 神 障 害 － － － － 8 － － 

長 期 療 養 児 5 5 68 68 117 29 12(2) 

難 病 23 38 406 972 166 58 233(9) 

生 活 習 慣 病 － － － － 1 － － 

そ の 他 の 疾 病 － － － － 18 － 2(0) 

妊 産 婦 － － － － 4 － － 

低 出 生 体 重 児 － － － － － － － 

（ 未 熟 児 ） － － － － － － － 

乳 幼 児 － － － － 2 － － 

そ の 他 － － 1 1 58 － 1(0) 

訪 問 延 世 帯 数 87 145    

※成田支所分を含む 

 

（３）保健師関係研修（研究）会実施状況 

ア 管内保健師業務連絡研究会 

表１－（３）－ア 管内保健師業務連絡研究会実施状況 

開 催 年 月 日 テーマ 主 な 内 容 参加人員 

令和3年6月9日 
感染対策を行

いながら、地

域の特性に応

じた効果的な

保健活動の推

進を積極的に

目指す。 

事業検討 ＜予防接種＞ 

子宮頸がんワクチンの周知に関することについて 
11人 

令和3年8月31日 

事業検討 と 講演会 ＜災害時の保健活動＞ 

災害時の保健活動の実際、平常時の準備などについ

て     千葉大学 宮崎美砂子 教授 

新型コロナ

感染症のた

め中止 

令和3年10月8日 
事業検討 ＜成人保健＞ 

感染対策を考慮したポピュレーションアプローチ 
11人 

令和3年11月15日 

事業検討 と 講演会 ＜母子保健＞ 

産後ケアの最新情報と今後の方向性 

東京情報大学 市川香織 准教授 

20人 

令和3年12月6日 

事業検討 ＜精神保健＞ 

小児と大人(親)の発達障害～訪問や3 歳児健診等で

気になるケースの指導 

16人 

令和4年2月3日 

講演会(オンライン) 

ナッジ理論を活用した働き盛りの人への受診勧奨    

青森県立保健大学 竹林 正樹 氏 

30人 



 

 

イ 所内保健師研究会 

表１－（３）－イ 所内保健師研究会実施状況 

開 催 年 月 日 主 な 内 容  参加人員 

令和3年6月18日 

1 保健師現任教育について 

(1) 今年度の現任教育体制について 

(2) 新任期保健師の報告と助言 

2 本年度の保健活動・事業計画について 

13人 

 

ウ 保健所保健師ブロック研修会 

表１－（３）－ウ 保健所保健師ブロック研修会実施状況 

開 催 年 月 日 主 な 内 容  参加人員 

― 新型コロナ感染症の感染拡大のため中止（山武保健所担当） ― 

 

  エ その他 

表１－（３）－エ その他 

開 催 年 月 日 主 な 内 容  参加人員 

― 
管内保健師現任教育会議 

新型コロナ感染症の感染拡大のため中止 
― 

― 
中堅後期管理期保健師研修会 

新型コロナ感染症の感染拡大のため中止 
― 

 

（４）管内看護管理者研修会 

表１－（４）看護管理者研修状況 

開 催 年 月 日 主 な 内 容  参加人員 

― 新型コロナ感染症の感染拡大のため中止 ― 

 

 

  



 

２ 母子保健事業 

広域的・専門的な取り組みとして、管内専門医療機関・市町との連絡会議を開催し、母子保健事業を推進し

ている。また、長期療養児療育指導として、個別支援や講演会等を実施し、災害時支援を含めた療養支援の充

実を図っている。 

思春期保健事業では、系統的・継続的な性(命の)教育推進のため、関係者と児童・生徒を対象とした講演会

を実施し支援している。 

 

（１）母子保健推進協議会 

母子保健分野における広域的な健康課題について、管内市町・医師会・関係医療機関・ 児童相談所・学校保

健関係者等の代表者から構成される協議会を開催している。 

令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響で母子保健推進協議会は開催しなかった。 

 

表２－（１）母子保健推進協議会実施状況 

開 催 年 月 日 委 員 数 主 な 協 議 内 容 

   

 

（２）母子保健従事者研修会 

管内の母子保健従事者を対象に、研修会を実施し、資質の向上を図っている。 

令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響で母子保健従事者研修会は開催しなかった。 

 

表２－（２）母子保健従事者研修会実施状況 

研修会の名称 開 催 年 月 日 参加者数・職種 内 容 

    

 

（３）母子保健に関する連絡調整会議 

管内市町の母子保健事業の情報交換等のために保健所主催で開催する会議については、新型コロナウイルス

感染症の流行の影響で令和3年度は開催しなかった。 

管内の妊産婦が利用する、管内・管外の産科医療機関等と市町との連携の強化を図るため、連絡調整会議等

に参加した。 

 

表２－（３）母子保健に関する連絡調整会議実施状況 

名 称 開 催 年 月 日 参加者数・職種 主な協議内容 

小児周産期連絡会 

(成田赤十字病院主催 

Web形式) 

令和3年5月25日 

40 人(病院医師、助産師、

管内産科医療機関、市町村

保健師、保健所保健師) 

「コロナウイルスによる様々な

変化 」～母子保健として何がで

きるか？各市町村の工夫など～ 

 

  



 

（４）人工妊娠中絶届出 

母体保護法第25 条により、医師から届出がなされた人工妊娠中絶報告に基づく妊娠週数別年齢階級別

の届出数である。ただし、届出数は管内医療機関の届け出た件数である。 

 

表２－（４）人工妊娠中絶届出状況 

（単位：人） 

   区 分 

 

 

 

妊 娠 週 数 

令和 

元 

年度 

令和 

2 

年度 

令 和 3 年 度 

総 
 

数 

20 

歳 

未 

満 

20 25 30 35 40 45 50 

歳 

以 

上 

不 

 

詳 

～ ～ ～ ～ ～ ～ 

24 29 34 39 44 49 

総   数 449 369 435 22 72 82 96 110 44 9 0 0 

満7週以前 232 211 237 13 28 46 53 72 21 4 0 0 

満 8週～満11週 194 137 169 7 37 34 35 33 18 5 0 0 

満12週～満15週 9 14 7 1 1 0 3 1 1 0 0 0 

満16週～満19週 6 6 17 1 6 1 3 3 3 0 0 0 

満20週～満21週 8 1 5 0 0 1 2 1 1 0 0 0 

不   詳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（５）特定不妊治療費助成事業 

特定不妊治療（体外受精・顕微授精）対象者に、千葉県特定不妊治療費助成事業実施要綱

に基づく経費の助成を平成17年1月から開始している。  

平成28年1月20日以降に治療を終了した方に対して、男性不妊治療費も助成対象となり15 

万円まで助成。初回の助成は30万円まで拡充された。 

令和3年1月1日から新制度が施行され、助成金額の変更、所得制限撤廃、事実婚関係の申請が可能と

なった。 

 

表２－（５） 特定不妊治療費助成実施状況 

（単位：件） 

※男性不妊の件数は男性不妊治療単独の助成件数であり、（ ）内の数値は、特定不妊治療を伴う男性不妊治

療の助成件数である 

 

 

（６）不妊・不育相談事業 

   当所で実施していた不妊相談センター事業は、令和元年度に終了し、不妊・不育相談は令和2年10月

からは千葉県不妊・不育専門相談センターで対応することになった。 

なお、保健師による相談事業は随時対応している。 

 

表２－（６）不妊講演会実施状況 

開 催 年 月 日 内 容 対 象 参加者数 

    

 

  

年度・市町村 
件 数 延件数内訳 

実件数 延件数 体外受精 顕微授精 男性不妊 そ の 他 

令和元年度 404 601 138 198 2(5) 263 

令和2年度 374 576 100 222 1(5) 253 

令和3年度 591 1,028 177 402 0(0) 449 

 

成田市 109 202 30 97 0(0) 75 

佐倉市 120 212 50 59 0(0) 103 

四街道市 77 133 23 57 0(0) 53 

八街市 33 53 8 21 0(0) 24 

印西市 157 268 45 102 0(0) 121 

白井市 37 59 12 17 0(0) 30 

富里市 34 59 2 35 0(0) 22 

酒々井町 15 24 5 8 0(0) 11 

栄町 9 18 2 6 0(0) 10 



 

（７）小児慢性特定疾病医療費助成制度事業 

平成27年1月1日に改正児童福祉法が施行され、小児慢性特定疾病児童等の健全育成の観点から、

小児慢性特定疾病医療支援に係る医療費の一部を助成し、小児慢性特定疾病児童等家庭の医療費負担の

軽減を図っている。令和3年11月1日からは、16疾患群788疾病の児童等(新規18歳未満、継続20歳

未満)が対象となっている。 

 

表２－（７）小児慢性特定疾病医療費助成制度受給者状況（各年度3月31日現在） 

（単位：件） 

疾 患 名 

令

和

元

年

度 

令

和

2

年

度 

令

和

3

年

度 

成

田

市 

佐

倉

市 

四

街

道

市 

八

街

市 

印

西

市 
白

井

市 

富

里

市 

印
旛
郡
酒
々
井
町 

印

旛

郡

栄

町 

総 数 570 570 588 124 129 79 54 98 51 27 16 10 

1 悪 性 新 生 物 70 83 67 14 18 12 5 7 5 0 3 3 

2 慢 性 腎 疾 患 39 47 38 6 6 8 4 4 4 3 3 0 

3 慢 性 呼 吸 器 疾 患 44 50 46 16 10 6 3 6 1 2 1 1 

4 慢 性 心 疾 患 98 114 95 21 17 7 12 22 9 4 3 0 

5 内 分 泌 疾 患 108 119 105 21 23 13 8 20 7 8 3 2 

6 膠 原 病 15 21 17 5 4 2 3 3 0 0 0 0 

7 糖 尿 病 32 33 32 7 5 6 2 5 4 3 0 0 

8 先 天 性 代 謝 異 常 19 22 22 4 9 4 2 1 1 0 0 1 

9 血 液 疾 患 16 18 15 4 2 3 2 0 2 1 0 1 

10 免 疫 疾 患 5 7 7 1 0 0 1 2 3 0 0 0 

11 神 経 ・ 筋 疾 患 41 50 51 9 15 5 5 9 5 2 0 1 

12 慢 性 消 化 器 疾 患 42 54 50 8 14 5 4 11 4 2 2 0 

13 
染色体又は遺伝子に

変化を伴う症候群 
21 25 23 3 3 5 2 5 2 2 0 1 

14 皮 膚 疾 患 7 8 5 1 1 0 1 1 0 0 1 0 

15 骨 系 統 疾 患 11 12 12 2 1 3 0 2 4 0 0 0 

16 脈 管 系 統 疾 患 2 3 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

  



 

（８）小児慢性特定疾患児童等自立支援事業 

 児童福祉法第19条の22に基づき、慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養を必要

とする児童等の健全育成及び自立支援を図るため、小児慢性特定疾病児童等及びその家族からの相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言、関係機関との連絡調整等を行う。 

令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響で講演会は開催しなかった。 

 

 

ア 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（研修会、講演会、交流会等） 

表２－（８）－ア 小児慢性特定疾患児童等自立支援事業、 

名 称 実 施 年 月 日 参加人数・内訳 内 容 

    

 

 

イ 療育相談指導事業（療育指導連絡票に基づくもの） 

表２－（８）－イ 療育相談指導内容  （単位：人） 

内 容 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

相 談 者 数 （ 延 ） 31 4 33 

家 庭 看 護 指 導 11 3 12 

食 事 ・ 栄 養 指 導 22 3 17 

歯 科 保 健 指 導 10 1 6 

福 祉 制 度 の 紹 介 13 2 11 

精 神 的 支 援 20 2 26 

学 校 と の 連 絡 15 3 20 

家 族 会 等 の 紹 介 3 2 7 

そ の 他 1 - 1 

 

 

ウ 訪問指導事業（訪問相談員派遣を含む） 

表２－（８）－ウ 訪問指導事業実施状況（疾患別）  （単位：件） 

疾 患 名 令和元年度 令和2年度 令和3年度 

総 数 29 7 1 

白血病 1 - - 

ポッター症候群 3 - - 

気道狭窄 10 - - 

慢性肺疾患 3 - 1 

肺動脈弁狭窄症 - - - 

１型糖尿病 - 1 - 

ミトコンドリア病 1 - - 

結節性硬化症 - 1 - 

滑脳症 - 1 - 

１８トリソミー症候群 9 4 - 

ダウン症候群 2 - - 

 

  



 

エ 窓口相談事業 

表２－（８）－エ 相談内容  （単位：人） 

内 容 令和元年度 令和2年度 令和 3 年度 

相 談 者 数 （ 延 ） 204 57 68 

申 請 等 92 23 31 

医 療 13 14 20 

家 庭 看 護 63 16 6 

福 祉 制 度 13 2 1 

就 労 0 0 0 

就 学 10 0 6 

食 事 ・ 栄 養 6 0 2 

歯 科 0 0 0 

そ の 他 7 2 2 

 

オ 訪問相談員派遣事業 

表２－(８)－オ 訪問相談員派遣事業実施状況 

区分 

年度 
人 数 回 数 実 人 員 延 人 員 

令和元年度 3 6 6 6 

令和 2 年度 0 0 0 0 

令和 3 年度 1 1 1 1 

 

 

（９）療育の給付制度 

療育医療（児童福祉法第20条）は、長期の療養を必要とする18歳未満の結核治療のために入院を要する児

童に対しての医療給付及び学用品や日用品の支給を行うものだが、平成28年度以降申請はない。 

  



 

（１０）思春期保健相談事業 

学校保健と地域保健の連携を深め、思春期保健の推進を図るため、学校関係者や行政保健師等を対象に講演

会を実施している。令和3年度は新型コロナウイルス感染症の感染状況を鑑みて、講演会の実施はしなかった。 

 

表２－（１０）－ア 思春期保健関係者会議実施状況 

名 称 開 催 年 月 日 参加者数・職種 内 容 

    

 

表２－（１０）－イ 思春期保健事業講演会 

名 称 開 催 年 月 日 
対象者・参加者

数 
内 容 

    

 

表２－（１０）－ウ 思春期保健事業個別相談 

名 称 
開催 

回数 

相談 

件数 
対象者 内 容 

     

 

 

（１１）旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等について 

平成31年4月24日に成立した「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関

する法律」に基づき、一時金に関する請求受付及び相談を行っている。 

 

表２－（１１） 管内居住者からの相談及び請求受付件数（保健所受付分） 

区分 

年度 
請求受付件数 

相談件数（延べ） 

電話等相談 来所相談 計 

令 和 元 年 度 1 0 1 1 

令 和 2 年 度 0 0 0 0 

令 和 3 年 度 0 0 0 0 

※ 一時金の支給に関する相談及び請求は健康福祉部児童家庭課でも居住地に関わらず受け付けている。 
 

 

（１２）その他会議や連絡会等 

    実施なし 

 

 

（１３）その他相談 

    実施なし 

  



 

３ 成人・老人保健事業 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護サービス施設・事業所設置状況 

管内には、介護老人保健施設20施設、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）55施設、訪問看護ステ

ーション43施設がある。（地域資料編に記載のとおり） 

 

介護老人保健施設実地指導 

 

表３－（１）介護老人保健施設実地指導状況 

実 施 年 月 日 介 護 老 人 保 健 施 設  

― 要綱の変更のため実施なし 

 

（２）がん検診推進員育成講習会 

各市町村の健康づくり推進員、保健推進員及び食生活改善推進員等（以下「推進員等」という。）に対し

講習会を行い、がん検診推進員として育成し、これらの人材の協力を得て、各地域でがん検診の声かけ運動

等を実施することにより受診率の向上を図る。 

令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響で講習会は開催しなかった。 

 

表３－（２）がん検診推進員育成講習会 

開 催 年 月 日 参 加 者 数 内 容 

－ 

（山武保健所担当） 
－ － 

（注）山武保健所との輪番開催 

 

４ 一人ひとりに応じた健康支援事業 

生涯を通じて、一人ひとりが年代や性別、健康状態や生活習慣に応じ、的確な自己管理ができるよう、健

康づくりの支援体制を充実することを目的としている。 

 

（１）健康相談事業 

身体的、精神的な悩みを有する思春期以降の全年齢層にわたる男女を対象とし、電話相談に応じる。 

 

表４－（１） 健康相談実施状況（電話） 

（単位：件）  

区分 

年度 
男 女 総  数 

令和元年度 70 86 156 

令和2年度 30 41 71 

令和3年度 51 62 113 

※成田支所分は別掲 

介護老人保健施設に対し、サービスの質の確保、入所者の尊厳の保持、高齢者虐待法の趣旨をふま

え、看護及び栄養面等の実地指導を行っていたが、令和2年4月1日より「介護保険施設等指導要綱」

に基づく実施に変更されたことに伴い、看護及び栄養の実地指導は令和元年度で終了した。 

 がん検診の受診率向上のため、がん及びがん検診に関する知識の修得を目的に健康推進員等を対象

とした講習会を開催している。 



 

５ 総合的な自殺対策推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）住民向け講演会・相談対象者向け研修会 

表５－（１）研修会の実施状況 

名 称 実施年月日 参加者数・職種 内 容 

    

 

（２）その他の会議等 

表５－（２）会議等の開催状況 

名 称 実施年月日 参加者数・職種 内 容 

    

 

（３）その他の事業 

自死遺族支援  

千葉いのちの電話による、わかちあいの会「ひだまり」を年6回（偶数月）、個人対面相談を年6回   

（奇数月）、当センターを会場に開催した。  

ア わかちあいの会「ひだまり」  3回開催、参加者 延8人  

 

イ 個人対面相談  2回開催、参加者 延4人 

     

 

 

 

 

 

  

平成 28 年に自殺対策基本法が改正され、すべての都道府県及び市町村が自殺対策計画を策定する

こととなった。管内市町の自殺対策事業が円滑に行われるよう、各種相談窓口の周知・案内を行い、

研修会や市町の自殺対策会議等において取り組みを情報共有し、関係機関の連携を図った。 

令和3年度については、新型コロナ感染症の流行の影響で各研修会を中止または縮小しており、例

年通りの事業の実施はできなかったが、年間を通じてポスターやリーフレット等を活用した自殺予防

の啓発普及活動は例年通り実施した。 



 

６ 地域・職域連携推進事業 

地域保健と職域保健の連携により、生活習慣病予防を中心とする各種保健事業の共同実施、地域保健関係

施設等の相互活用等、生涯を通じた継続的な保健サービスの提供体制の整備を推進する。平成 26 年度から

平成28年度の3年間は「がんの早期発見・予防」を、29年度からは新たに「糖尿病重症化予防」をテーマ

として取り組んでいる。令和3年度は作業部会を１回実施した。なお、協議会は新型コロナ感染症の感染拡

大防止のため中止した。 

 

表６－（１）印旛地域・職域連携推進協議会開催状況 

開 催 年 月 日  参 加 数 主 な 内 容  

   

 

表６－（２）印旛地域・職域連携推進協議会作業部会開催状況 

開 催 年 月 日  参 加 数 主 な 内 容  

令和3年12月14日 15人 

（１） 印旛地域・職域連携推進事業の概要について説明 
（２） 今年度の事業計画案について説明と意見交換 
（３） 今後の事業計画案について説明 

 

表６－（３）共同事業開催状況 

開 催 年 月 日  主 な 内 容  

適宜 

（１）ポスター「印旛郡市がん検診の御案内」の作成及び配布 

（２）ホームページの内容更新 

（３）リーフレット配布(タバコと健康／みんなで始めよう糖尿病予防) 

  



 

７ 栄養改善事業 

 印旛保健所管内はメタボリックシンドローム予備群該当者が多く、急速な高齢化が進んでいることか

ら、今後、循環器疾患に罹患する者が増加することが予想される。これらの状況を踏まえて各種栄養関係

団体や給食施設等の研修や育成、指導など地域における栄養改善事業を実施している。 

また、難病やアレルギー疾患の患者やその家族等を対象に、ＱＯＬ向上のための講演会を開催した。 

 

（１）健康増進（栄養・運動等）事業 
地域の健康課題改善に向けた取り組みを推進するため、健康づくりの担い手である食生活改善推進員及

び各種栄養関係団体の育成を図った。 

また、病態栄養指導として炎症性腸疾患の患者とその家族に対する講演会及び食物アレルギー講演会を

開催した。なお、病態栄養指導は新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、遠隔(インターネットに

よるオンライン)にて行った。 

 

 

表７－（１）健康増進（栄養・運動等）指導状況 

（単位：人） 

 

個別指導延人員 集団指導延人員 

      

休養 

指導 

 

禁煙 

指導 

 

その他 

     

休養 

指導 

 

禁煙 

指導 

 

その他 栄養 

指導 

(再掲) 

病態別

栄 養 

指 導 

(再掲) 

訪問に

よる栄

養指導 

運動 

指導 

(再掲) 

病態別

運 動 

指 導 

栄養 

指導 

(再掲) 

病態別

栄養 

指導 

運動 

指導 

(再掲) 

病態別

運 動 

指 導 

実 

施 

数 

妊 産 婦 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

乳 幼 児 0 0 0     0 9 9     0 

2 0 歳未満 
(妊産婦・乳幼

児 

を 除 く ) 

0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0 0 0 0 0 

2 0 歳以上 
(妊産婦を除く) 

2 2 0 0 0 0 0 0 58 58 0 0 0 0 0 

 

(

再
掲)

医
療
機
関
等
へ
委
託 

妊 産 婦 - - - - - - - - - - - - - - - 

乳 幼 児 - - -     - - -     - 

2 0 歳未満 
(妊産婦・乳幼

児 

を 除 く ) 

- - - - - - - - - - - - - - - 

2 0 歳以上 
(妊産婦を除く) 

- - - - - - - - - - - - - - - 

  



 

ア 病態別個別指導 

表７－（１）－ア 病態別個別指導状況  （単位：人） 

区分

種別 
計 

生活 

習慣病 
難 病 

アレルギー 

疾 患 
摂食障害 その他 

病態別栄養指導 2 1 0 0 0 1 

病態別運動指導 - - - - - - 

 

イ 病態別栄養教室・講座等実施状況 

表７－（１）－イ 病態別栄養教室・講座等実施状況 

名 称 開催年月日 対象者 参加数 内 容 

食物アレルギー 

講演会 
令和3年 
12月21日 

食物アレルギー
の子どもを持つ
保護者及び関係
者 

62 

Zoomを用いたオンライン講演会 

講演「これからの食物アレルギー 

診療」 

講師 国立病院機構 下志津病院 

   小児科医長 鈴木 修一 氏 

講演「食物アレルギーの食事と栄養」 

   国立病院機構 下志津病院 

   栄養管理室 管理栄養士  

     妹尾 真佑 氏 

炎症性腸疾患 

講演会 
令和4年 
1月31日 

潰瘍性大腸炎及
びクローン病の
患者・家族 

15 

Zoomを用いたオンライン講演会 
講演「医師が話していることを理解する

ために炎症性腸疾患の患者さん
が知っておきたい知識」 

講師 東邦大学医療センター 
佐倉病院 消化器内科  
教授 松岡 克善 氏 

講演「腸にやさしく栄養をとるコツ」 
講師 東邦大学医療センター 

佐倉病院 栄養部  
管理栄養士 金居 理恵子 氏  

 

ウ 地域における健康づくり推進事業 

表７－（１）－ウ 地域における健康づくり推進事業実施状況  

名 称 開催年月日 対象者 参加数 内 容 

未実施     

 

エ 国民（県民）健康・栄養調査 

表７－（１）－エ 国民（県民）健康・栄養調査状況 

調査名 調査地区（対象） 調査年月日・調査内容等 

未実施 

（全国的に調査中止） 
  

 

 

  



 

オ 特別用途食品・食品に関する表示指導・普及啓発実施状況 
 

表７－（１）－オ－（ア）食品に関する表示相談・普及啓発実施状況 

 業者への相談対応・普及啓発 

相談（個別） 普及啓発(集団） 

実相談 
食品数 

延相談件

数 
回数 延対象者数 

内容 
(講習会等) 

特別用途食品及び特定保健用食品について 0 (－) 0 (－) 0 (－) 0(－)  

食品表示基準

について 

（保健事項） 

栄養成分 53 65 0 0  

特定保健用食品 0 0 0 0  

栄養機能食品 0 0 0 0  

機能性表示食品 0 0 0 0  

その他※ 0 0 0 0  
健康増進法第６５条第１項（虚偽誇大広告） 0 0 0 0  
その他一般食品について（いわゆる健康食品を含

む） 
0 0 0 0  

 県民への相談対応・普及啓発 

相談（個別） 普及啓発(集団） 

延相談件数 回数 延対象者数 
内容 

(講習会等) 
特別用途食品及び特定保健用食品について 0 (－) 0 (－) 0 (－)  

食品表示基準

について 

（保健事項） 

栄養成分 0 0 0  

特定保健用食品 0 0 0  

栄養機能食品 0 0 0  

機能性表示食品 0 0 0  

その他※ 0 0 0  

健康増進法第６５条第１項（虚偽誇大広告） 0 0 0  

その他一般食品について（いわゆる健康食品を含
む） 

0 0 0 
 

( ）内は、特定保健用食品再掲 

※ 栄養成分以外の内容だった場合（特保、栄養機能食品、機能性表示食品は除く） 
 

表７－（１）－オ－（イ）食品表示等に関する指導状況（表示違反への対応） 

 指導状況（個別） 

実指導食品数 延指導件数 

食品表示基準について（保健事項） 

栄養成分※ 0（－） 0（－） 

機能性表示食品 0 0 

その他 0 0 

健康増進法第６５条第１項（虚偽誇大広告） 1 1 

その他一般食品について（いわゆる健康食品を含む） 0 0 

※ 栄養機能食品、特定保健用食品を含む     ( ）内は、栄養機能食品、特定保健用食品再掲 

 

 

表７－（１）－オ－（ウ）特別用途食品に対する検査・指導件数  （単位：件） 

管内で製造される特別用途食品数 実検査食品数 延検査・指導食品数 

0（－） 0（－） 0（－） 

（ ）内は、特定保健用食品再掲 

  



 

 

カ 食生活に関する正しい知識の普及啓発指導 

表７－（１）－カ 食生活に関する正しい知識の普及啓発指導状況 

個 別 集団指導 

内 容 延人員 内 容 延回数 延参加者数 

0 0 0 0 0 

 

  



 

（２）給食施設指導 

管内給食施設は施設総数が366施設中、47施設に対して栄養管理及び衛生管理について栄養指導員が食

品衛生監視員とともに個別巡回指導を行った。 

また、給食管理者及び従事者を対象に、衛生管理を中心とした研修会と、栄養管理を主題とする研修会

を開催し、各施設における給食管理・運営の向上を図った。なお、研修会は新型コロナウイルス感染症拡

大防止のために遠隔(インターネットによるオンライン)にて一部会場視聴を併用して行った。 

 

給食施設状況 

表７－（２）給食施設状況  （単位：件） 

施設 

総数 

管理栄養士

のみ 

いる施設 

管理栄養士・ 

栄養士どちらもい

る施設 

栄養士のみ 

いる施設 

管理栄養士 

栄養士 

どちらも 

いない施設 

管理 

栄養士 

必置指定 

施設 

調理師の 

いる施設 

調

理

師

の

い

な

い

施

設 

栄

養

成

分

表

示

施

設 

栄養 

教育 

実施 

施設 

施

設

数 

管
理
栄
養
士
数 

施

設

数 

管
理
栄
養
士
数 

栄

養

士

数 

施

設

数 

栄

養

士

数 

施

設

数 
管
理
栄
養
士
数 

施

設

数 

調

理

師

数 

366 114 160 71 164 111 109 131 72 13 82 328 1103 38 349 218 

 

 

ア 給食施設指導状況 

表７－（２）－ア 給食施設指導状況  （単位：件） 

区 分 計 

特定給食施設 

その他の 

給食施設 

1回300食 

以上 

又は 

1日750食 

以上 

1回100食 

以上 

又は 

1日250食 

以上 

個
別
指
導 

給食管理指導 
巡回個別指導施設数 47 5 31 11 

その他指導施設数 550 119 278 153 

喫食者への栄養・運動指導延人員 0 0 0 0 

集
団
指
導 

給食管理指導 
回 数 3 3 

延 施 設 数 267 30 167 70 

喫食者への 

栄養運動指導 

回 数 0 0 0 0 

延 人 員 0 0 0 0 

 

  



 

イ 給食施設個別巡回指導 

表７－（２）－イ 給食施設個別巡回指導状況 

 

366 47 114 14 71 8 109 17 72 8

計 13 1 3 1 10

学校

病院 12 2 10

介護老人保健施設

介護医療院

老人福祉施設

児童福祉施設

社会福祉施設

事業所 1 1 1 1

寄宿舎

矯正施設

自衛隊

一般給食センター

その他

計 65 4 34 1 7 19 3 5

学校 54 2 33 1 6 15 1

病院 1 1

介護老人保健施設

介護医療院

老人福祉施設

児童福祉施設 2 1 1

社会福祉施設

事業所 8 2 4 2 4

寄宿舎

矯正施設

自衛隊

一般給食センター

その他

計 196 31 56 9 43 8 59 9 38 5

学校 19 5 8 1 1 5 1 5 3

病院 12 3 9

介護老人保健施設 17 5 8 3 9 2

介護医療院

老人福祉施設 36 6 19 4 16 2 1

児童福祉施設 79 10 15 7 4 40 5 17 1

社会福祉施設 4 1 1 3 1

事業所 22 4 2 1 6 2 14 1

寄宿舎 1 1

矯正施設 1 1

自衛隊 5 1 4

一般給食センター

その他

計 92 11 21 3 11 31 5 29 3

学校 3 1 1 1

病院 5 1 4

介護老人保健施設 2 1 1 1 1

介護医療院

老人福祉施設 14 2 7 1 2 5 1

児童福祉施設 36 6 5 1 3 19 4 9 1

社会福祉施設 12 1 4 1 5 2 1

事業所 11 1 10

寄宿舎 4 1 3

矯正施設

自衛隊

一般給食センター

その他 5 1 1 4 1

その
他の
給食
施設

施設数
指導

施設数
（再掲）

合　計

指定
施設
①

300食
/回，
750食
/日以
上

（指
定施
設を
除

く）
②

100食
/回，
250食
/日以
上

（①,
②除
く）

施設数
指導

施設数
（再掲）

施設数
指導

施設数
（再掲）

施設数
指導

施設数
（再掲）

総施設数
総指導
施設数

管理栄養士・栄養士配置状況

管理栄養士のみ
いる施設

管理栄養士・栄養士
どちらもいる施設

栄養士のみ
いる施設

どちらもいない
施設



 

 

ウ 給食施設開始届・廃止（休止）届・変更届指導 

表７－（２）－ウ 給食施設開始届・廃止（休止）届・変更届指導  （単位：件） 

 給食施設開始届 給食施設廃止（休止）届 給食施設変更届 

届 出 数 9 14 130 

指 導 数 10 11 108 

 

エ 給食施設集団指導 

表７－（２）－エ 給食施設集団指導状況 

名 称 開催年月日 対象者 参加者数 内 容 

給食施設管理者・ 

従事者研修会 

令和3年 

6月24日 

学校・児童福祉

施設、事業所、

寄宿舎の管理

者・給食従事者 

70施設81

人 

（関係者含

む） 

オンライン研修会 

講義「新しい食品衛生法と給食施

設の衛生管理」 

講師 千葉県印旛保健所  

食品衛生監視員 

講義「給食施設の栄養管理」 

講師 千葉県印旛保健所  

栄養指導員 

給食施設管理者・ 

従事者研修会 

令和3年 

6月25日 

病院・介護老人

保健施設・ 

老人福祉施設・ 

社会福祉施設・

矯正施設・その

他施設の管理

者・給食従事者 

64施設70

人 

（関係者含

む） 

オンライン研修会 

講義「新しい食品衛生法と給食施

設の衛生管理」 

講師 千葉県印旛保健所  

食品衛生監視員 

講義「給食施設の栄養管理」 

講師 千葉県印旛保健所  

栄養指導員 

給食施設栄養管理

担当者基礎研修会 

令和3年 

9月1日 

給食施設栄養管

理担当者 

133施設150

人(関係者含

む) 

オンライン研修会 

講演「日本食品標準成分表の改訂

と給食施設の栄養管理」 

講師 学校法人食糧学院  

東京栄養食糧専門学校 

校長 渡邊智子氏 

（３）健康ちば協力店推進事業 

表７－（３）－ア 健康ちば協力店登録状況 

令和３年度登録件数 
総登録件数 

新規登録件数 変更件数 取消件数※ 

1 0 24 1 

※ 令和2年度の登録要件改正により、令和3年9月30日をもって自動的に登録終了となった件数を含む。 

 

表７－（３）－イ 健康ちば協力店推進事業実施状況 

区 分 

飲食店等に対する普及啓

発及び指導状況 
登録後の協力店に対する指導 

県民に対する普及啓発

及び指導状況 

回 数 延人員 回 数 延店舗数 延人員 回 数 延人員 

個別指導 0 0 0 0 0 0 0 

集団指導 2 17 0 0 0 0 0 

合 計 2 17 0 0 0 0 0 



 

（４）栄養関係団体等への育成・支援 

表７－（４）栄養関係団体等への育成・支援状況 

組織状況及び活動状況 保健所による育成状況 

名 称 
会員数及び 

加入組織数 
活動内容 育成内容 

延育成人

員 

印旛保健所管内 

食生活改善協議会 

137人 

3組織 

地域住民の健康増進、

市町組織間の活動交

流 

役員会の出席、総会・研修会開催

支援（書面開催） 
4人 

印旛郡市集団給食管

理者協議会 
26施設 

給食並びに施設の改

善向上、会員相互の親

睦 

役員会（オンライン）の出席、会

の事業実施支援及び助言 
5人 

印旛保健所管内栄

養士会 
73人 

栄養士の資質の向上、

会員相互の親睦 

役員会の出席、会の事業実施支援

及び助言 
7人 

印旛保健所管内調

理師会 
201人 

調理師の資質向上、食

生活の向上 
なし － 

 

（５）市町村への技術・助言支援等 

表７－（５）－ア 市町村への技術支援、助言 

名 称 開催月日 対象者 参加者数 内 容 

印旛郡市保健指導者研究

会栄養士部会 

役員会 

令和3年 

 5月10日 

 7月12日 

 11月8日 

令和4年 

 2月14日 

栄養士 

部会役員 
各4人 

栄養士部会年間の運営について 

研究会企画・部会の予算について 

部会予算・次年度計画について 

部会報告書(決算･実績)について 

 

表７－（５）－イ 管内行政栄養士研究会等の開催状況 

名 称 延回数 延参加人員 主な内容 

印旛郡市保健指導者研究会 

栄養士部会 
4 80 

第1回（6月14日） 

演習/業務検討「災害時の食事支援を考える 

～避難所運営を想定して～」 

情報交換 

第2回（8月23日） 

情報交換 「母子保健業務について」 

講  演 『｢授乳･離乳の支援ガイド｣の活用方法 

について』 

第3回（12月13日） 

情報交換「高齢者の保健事業と介護予防の一体的 

事業について」 

講  演「行政栄養士がおさえておきたい 

日本食品標準成分表2020年版(八訂) 

のポイント」 

第4回（2月14日） 

講  演「市町村栄養施策における企画･立案･評価 

について」 

 

 

 

 



 

（６）調理師試験及び免許関係 

表７－（６）調理師試験及び免許取扱状況  （単位：名） 

 調 理 師 試 験 免 許 交 付 

年 度 受験者数 合格者数 合格率(%) 新規交付 書換交付 再交付 

令和元年度 126 74 58.7 154 41 33 

令和2年度 121 92 76.0 166 38 27 

令和3年度 128 83 64.8 154 29 44 

 

 

 

  



 

８ 歯科保健事業 

『千葉県歯と口腔の健康づくり推進条例』に基づき、印旛郡市歯科医師会等関係団体と連携した事業の実

施や、管内住民に向けた啓発資料の掲示、配布等を行った。 

 

（１）難病及び障害者等歯科保健サービス事業 

表８－（１）難病及び障害者等歯科保健サービス事業実施状況 

名 称 対象者 開催月日 内容 参加人員 

令和3年度実施なし 

 

（２）その他（各保健所の独自事業） 

表８－（２）その他（各保健所の独自事業） 

名 称 対象者 開催月日 内容 参加人員 

健歯児童生徒表彰 

及びむし歯予防に 

関する作品等の表彰 

印旛郡市在住 

小中学生 

等 

令和3年11月25日 

（表彰状配布日） 

・よい歯の学校の表彰 

・健歯児童生徒の表彰 

・歯科に関する作品の表彰 

 

（主催） 

印旛郡市歯科医師会 

印旛保健所 

千葉県教育庁北総教育事務所 

被表彰者 

・よい歯の

学校部門 

5校 

・健歯部門 

192名 

・作品部門 

127名 

 

 

  



 

９ 精神保健福祉事業 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、保健所は精神保健福祉行政の第一線機関として位置

付けられおり、法律に基づく入院事務等の業務と併せ精神保健福祉相談員や保健師等による相談及び訪問を

ベースに専門性や広域での連携や調整が必要な事項について市町村、医療機関、障害福祉サービス事業所等

の地域の支援機関と連携を図り受療援助、精神障害者の社会復帰支援、普及啓発など地域精神保健福祉活動

を実施した。 

 

（１）管内病院からの届出等の状況 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正で、平成２６年４月から保護者制度の廃止とと

もに、医療保護入院制度の見直しが図られている。 

 

 

 

表９－（１） 管内病院からの届出等の状況 

(単位：件) 

種別 

 

年度 

医療保護入

院届（家族

等の同意） 

応急入院

届 

医療保護

入院届の

退院届 

措置症状

消退届 

措置入院

定期病状

報告書 

医療保護

入院定期

病状報告 

その他 

令和元年度 592 5 593 48 3 485 12 

令和２年度 588 0 555 32 6 371 18 

令和３年度 616 0 610 53 4 437 5 

※ その他は、転院許可申請（5）件、仮退院申請（0）件、再入院届（0）件の合計 

  



 

（２）措置入院関係 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、自傷他害のおそれのある精神障害者等の保護申請・

通報・届出等への対応を行った。 

 

 

 

表９－（２）－ア 申請･通報･届出及び移送処理状況 

（単位：件） 
処 理 

 

 
 
 

申請通報等の別 

申
請・ 

通報 
届出 
件数 

診療の 
必要が 

ないと 
認めた
者 

法第27条の診察を 
受けた者 

法第29条の2の診察を 
受けた者 

法第29条の2の2の 
移送業務 

法第29 
条該当 

症状の 
者 

その他 
の入院 
形態 

通院・ 

その他 

法第29 
条の2 

該当症 
状の者 

その他 
の入院 
形態 

通院・ 

その他 

1次 

移送 

2次 

移送 

3次 

移送 

令和元年度 113 56 48 1 5 17 0 3 0 0 18 

令和２年度 58 20 35 0 2 10 0 0 0 0 13 

令和３年度 82 24 52 1 2 18 0 3 0 0 16 

法第22条 

一般人からの申請 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

法第23条 

警察官からの通報 
46 0 41 0 2 19 0 3 0 0 16 

法第24条 
検察官からの通報 

19 8 10 1 0 0 0 0 0 0 0 

法第25条 
保護観察所の長からの通報 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

法第26条 
矯正施設の長からの通報 

16 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

法第26条の2 
精神科病院管理者からの届出 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

法第26条の3 

医療観察法に基づく指定医療
機関管理者及び保護観察所長
からの通報 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

法第27条第2項 
申請通報に基づかない診察 

1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 

※１ 「申請・通報・届出件数」は受理日で集計 

２ 「法第29条の2該当症状の者」は、原則として法第27条の診察を受けた者の内数 

３ 1次・2次移送は、診察までの移送、3次は措置決定後の病院までの移送 

  



 

表９－（２）－イ 措置診察を受けた対象者の病名 

（単位：件） 

病 名 

 

 

 

 

 

年 度 

結 果 

総

数 

統

合

失

調

症

等 

気

分

障

害 

器質性 
精神障害 

中毒性 
精神障害 

神

経

症

性

障

害

等 

パ
ー
ソ
ナ
リ
テ
ィ
障
害 

知

的

障

害 

て

ん

か

ん 

発

達

障

害 
そ
の
他
の
精
神
障
害 

そ

の

他 

認

知

症 

そ

の

他 

ア
ル
コ
ー
ル 

覚

醒

剤 

そ

の

他 
F2 F3 

F0  F1  

F4 F6 F7 G40    
F00 
～ 
F03 

F04 
～ 
F09 

F10 F15  

令和元年度 74 45 15 1 1 1 2 0 0 1 0 0 0 0 8 

令和2年度 37 28 3 2 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 

令和3年度 58 42 4 0 1 2 0 1 1 1 2 0 2 0 2 

診察 

実施 

要 措 置 52 41 4 0 1 2 0 1 0 0 2 0 1 0 0 

不要措置 6 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 2 

※１ 緊急措置診察を実施した結果、措置不要となった者 3名 

２ 緊急措置入院中に措置解除措置解除となった者 0名 

３ その他には病名不詳を含む。 

４ F0～F9、G40は、世界保健機関（WHO）の国際疾病分類（ICDカテゴリー）の分類。 

 

 

表９－（２）－ウ 管内病院における入院期間別措置入院患者数（令和4年3月31日現在） 

（単位：人） 

入院期間 

年度 
総数 6か月未満 

6か月以上 

1年未満 

1年以上 

3年未満 
3年以上 

令和元年度 7 6 1 0 0 

令和2年度 11 9 1 1 0 

令和3年度 8 8 0 0 0 

 

表９－（２）－エ 申請・通報・届出関係の相談等（令和4年3月31日現在） 

（単位：人） 

性・年齢 

 

 

区 分 

実数 

性 年齢 

延
回
数 男 女 不明 

20歳 

未満 

20歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

64歳 

65歳 

以上 
不明 

相談 82 62 20 0 8 26 39 9 0 85 

訪問 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

電話 82 62 20 0 8 26 39 9 0 572 

  



 

（３）医療保護入院のための移送（法第34条） 

指定医の診察の結果、精神障害者であり、かつ直ちに入院させなければその者の医療及び保護を図る   

うえで著しく支障が認められるものの、本人の治療同意が得られない場合、その家族等のうちいずれか

の者の同意がある時は、医療保護入院をさせるために知事の権限で応急入院指定病院に移送することが

できる。 

 

 

表９－（３）医療保護入院のための移送処理状況 

(単位：件) 

区 分 

年 度 
受付件数 指定医の診察件数 移送件数 

令和元年度 0 0 0 

令和２年度 0 0 0 

令和３年度 0 0 0 

 

 

（４）精神保健福祉相談・訪問指導実施状況 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 47 条に基づき、嘱託医による相談、精神保健福祉相談員・

看護師・保健師による訪問、電話、来所、メールによる相談を実施している。また、国のガイドラインに基づ

き要件を満たす措置入院患者に対する退院後支援計画作成及び退院後支援を開始した。 

 

 

 

表９－（４）－ア 精神科医師による定例相談 

実 施 日 時 間 場 所 

毎月 第１ 木曜日 １４：００～１６：００ 健康福祉センター（保健所） 

毎月 第３ 月曜日 １４：００～１６：００ 健康福祉センター（保健所） 

毎月 第４ 火曜日 １４：００～１６：００ 健康福祉センター（保健所） 

毎月 第４ 金曜日 １４：００～１６：００ 健康福祉センター（保健所） 

 

  



 

表９－（４）－イ 対象者の性・年齢 

（単位：人） 

性・年齢 

 

 

区 分 

実数 

性 年齢 
延
回
数 男 女 不明 

20 歳 

未満 

20 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

64 歳 

65 歳 

以上 
不明 

令和元年度 271 145 122 4 17 77 120 36 21 568 

令和 2年度 200 111 89 0 6 59 102 30 3 518 

令和 3年度 202 118 84 0 12 69 71 42 8 485 

成田市 33 19 14 0 1 12 16 4 0 90 

佐倉市 59 30 29 0 6 13 17 18 5 129 

四街道市 24 15 9 0 3 7 11 2 1 52 

八街市 12 9 3 0 0 2 3 7 0 32 

印西市 18 10 8 0 １ 9 6 １ 1 28 

白井市 7 5 2 0 1 4 1 1 0 16 

富里市 11 7 4 0 0 3 2 5 1 46 

酒々井町 5 3 2 0 0 0 3 1 1 14 

栄町 5 3 2 0 0 4 1 0 0 17 

管外・不明 28 17 11 0 13 0 11 3 1 61 

相 談 157 97 60 0 7 52 54 34 0 310 

訪 問 45 21 24 0 5 15 17 8 0 175 

※１ 同一人により相談を 3 回・訪問を 2回した場合、相談実数 1、訪問実数 1、計 2 となり、

延回数は 5回となる。 

２ 電話相談は計上していない。 

 

 

 

表９－（４）－ウ 電話・メール相談延件数 

（単位：件） 

性 

区 分 
計 男性 女性 不明 

電 話 4,881 2,686 2,146 49 

メール 6 4 2 0 

 

  



 

表９－（４）－エ 相談の種別（延数）  （単位：件） 

病 名 

 

 

 

 

区分 

総

数 

精神障害に 
関する相談 

中毒性精神障
害 
に関する相談 ギ

ャ
ン
ブ
ル
の
相
談 

摂

食

障

害

の

相

談 

心

の

健

康

相

談 

思

春

期

の

相

談 

老

年

期

の

相

談 
て

ん

か

ん 

そ

の

他

の

相

談 

診

察

に 

関
す
る
こ
と 

社
会
復
帰
等 

生

活

支

援 

そ
の
他
の
相
談 

ア
ル
コ
ー
ル 

覚

醒

剤 

そ
の
他
の
中
毒 

令和元年度 568 137 93 103 128 24 0 1 0 0 21 25 21 0 15 

令和2年度 518 226 25 91 95 29 2 0 0 0 18 4 27 0 1 

令和3年度 485 226 18 81 78 10 1 0 0 0 41 0 11 0 19 

相

談 

計 310 154 6 28 51 8 1 0 0 0 38 0 9 0 15 

男 187 106 5 10 26 6 0 0 0 0 19 0 8 0 7 

女 123 48 1 18 25 2 1 0 0 0 19 0 1 0 8 

不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

訪

問 

計 175 72 12 53 27 2 0 0 0 0 3 0 2 0 4 

男 94 42 8 30 8 2 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

女 81 30 4 23 19 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 

不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

表９－（４）－オ 援助の内容（延数）  （単位：件） 

種別 

年度 
総
数 

医
学
的
指
導 

受
療
援
助 

生
活
支
援 

生
活
指
導 

社
会
復
帰
援
助 

紹
介
・
連
絡 

関
係
機
関
調
整 

方
針
協
議 

そ
の
他 

令和元年度 574 26 62 124 55 144 61 102 

令和2年度 518 31 225 140 18 158 171 88 

令和3年度 485 29 94 84 17 187 240 75 

（注）援助内容は重複あり 

 

表９－（４）－カ 精神障害者の退院後支援相談対応件数  （単位：件） 

 
支援計画対象者 

 

本人同意あり 会議開催数 計画に基づく支援者 

合 計 2 2 0 2 

成田市 1 1 0 1 

佐倉市 1 1 0 1 

  



 

（５）精神障害者社会復帰関係 

 

デイケアクラブは廃止し、自助グループへの会場提供や運営支援を実施している。運営主体は当事者である。 

 

表９－（５）－ア 当事者支援の実施状況 

（単位：人） 

区分 

 

年度 
開催回数 

参加者 

実人員 延人員 

計 男 女 計 男 女 

令和元年度 0       

令和２年度 0       

令和３年度 0       

 

  



 

（６）地域精神保健福祉関係 

平成 30 年度より開始された精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築会議を委託先と

協力して代表者会議、実務者会議、研修会を実施している。 

 

 

表９－（６）－ア 会議・講演会等 

会議・講演会等の名称 開催日 参加人数（人） 対象者等 

令和3年度精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム構築会議実務者会議（オンライン開催） 
5月12日 ３８人 管内関係機関職員 

令和3年度精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム構築推進事業研修会（オンライン開催） 
6月23日 ９８人 管内関係機関職員 

令和3年度精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム構築会議実務者会議（オンライン開催） 
9月27日 ３９人 管内関係機関職員 

令和3年度精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム構築会議実務者会議（オンライン開催） 
11月12日 ４３人 管内関係機関職員 

令和3年度精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム構築会議実務者会議（オンライン開催） 
12月21日 ３５人 管内関係機関職員 

令和3年度精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム構築会議代表者会議（書面開催） 
3月7日 ２４人 管内関係機関代表者 

 

表９－（６）－イ 家族教室・断酒教室・ボランティア講座・心の健康市民講座等 

教室・講座等の名称 開催日 

受講者数 

内容 実件数

（件） 

延件数

（件） 

令和３年度実施なし 

 

表９－（６）－ウ 組織育成  （単位：件） 

種 別 

区 分 
総数 家族会 断酒会 

その他 

（当事者グループ） 

令和３年度実施なし 

 

 

（７）心神喪失者等医療観察法関係 

平成 17 年 7 月施行の心神喪失者等医療観察法は、心神喪失または心神耗弱により重大な他害行

為を行った者に対して適切な医療を提供し社会復帰を促進することを目的としており、入院及び

通院処遇中に保護観察所からの要請で会議に出席し、訪問活動も実施している。 

 

 

表９－（７）医療観察法に係る会議への参加  （単位：件） 

会議種別 ＣＰＡ会議 ケア会議 その他 

参加回数 6 6 0 

 

・平成17年から医療観察法が施行されたことに伴い、保健所（健康福祉センター）においても各種会

議への参加等が求められている。 

・「その他」は、CPA会議（Care Program Approach の略）とケア会議以外の会議に参加した者を計上して

いる。 

 



 

１０ 肝炎治療特別促進事業 

B 型ウイルス性肝炎及び C 型ウイルス性肝炎の治癒を目的として、平成 20 年度

からインターフェロン治療、平成 22 年度から核酸アナログ製剤治療の医療費助成

制度が開始され、窓口相談・申請手続業務を行っている。平成 26 年度にはインタ

ーフェロンフリー治療が助成対象となり、助成対象薬剤が拡充されたことに伴い、

対象者が増加している状況である。なお、平成 23 年度から開始されたインターフ

ェロン 3 剤併用療法については、プロテアーゼ阻害剤販売中止により令和 3 年 10

月に廃止された。 

 

表１０－（１）肝炎治療特別促進事業受給者状況  （単位：人） 

治 療 

 

年度・市町村  

核酸アナログ 

製剤 
インターフェロン 

インターフェロン

フリー 

令和元年度 369 1 106 

令和２年度 401 1  77 

令和３年度 345 1  68 

成田市  38 1  15 

佐倉市  84 0  10 

四街道市  40 0   9 

八街市  38 0   8 

印西市  56 0   6 

白井市  41 0   5 

富里市  21 0  10 

印旛郡酒々井町  15 0   3 

印旛郡栄町  12 0   2 

 

  



 

１１ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 

B 型・C 型ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者の医療費の負担軽減を図

りつつ、最適な治療を選択できるようにするための研究を促進する仕組みを構築

することを目的として平成 30 年 12 月から助成が開始され、窓口相談・申請手続

業務を行っている。 

また、令和 3 年 4 月から、分子標的薬を用いた化学療法または肝動注化学療法

による通院治療の対象化、対象月数は、3 月目以降に変更されている。 

 

表１１－（１）肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者状況 （単位：人） 

治 療 
年度・市町村  

肝がん 重度肝硬変 総数 

令和元年度 2 0 2 

令和２年度 2 0 2 

令和３年度 2 0 2 

成 田 市 0 0 0 

佐 倉 市 0 0 0 

四 街 道 市 0 0 0 

八 街 市 1 0 1 

印 西 市 0 0 0 

白 井 市 0 0 0 

富 里 市 1 0 1 

酒 々 井 町 0 0 0 

栄 町 0 0 0 

 

  



 

１２ 難病対策事業 

原因不明であって、治療方法が確立されていないため、長期にわたる療養が必

要となり、高額な医療費の負担が必要となる難病に対し、医療費の自己負担分を

助成している。対象は、法制化前の 56 疾患（特定疾患）から法制化後に徐々に拡

大し、338 疾病（指定難病）となっている。 

また、これらの患者やその家族が抱える医療や療養生活に関する問題等に対し、

専門医による相談、保健師等による訪問指導や窓口相談を実施した。 

表１２－（１）特定疾患治療研究費受給者状況  （単位：件）  

年度・市町村別 

 

疾患名 

下段：重症(内数) 

令
和 

令
和 

令
和 

成

田

市 

佐

倉

市 

四

街

道

市 

八

街

市 
印

西

市 

白

井

市 

富

里

市 

酒

々

井

町 

栄

町 

元  2 3 

年
度 

年
度 

年
度 

総 数 3 3 3 0 1 2 0 0 0 0 0 0 
スモン 3 3 3 0 1 2 0 0 0 0 0 0 

難治性の肝炎のうち劇症肝炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
重症急性膵炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
プリオン病 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 



 

表 １ ２ － （ ２ ） 指 定 難 病 医 療 費 助 成 制 度 受 給 者 状 況   （ 単 位 ： 件 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

（ ３ ） 先 天 性 血 液 凝 固 因 子 障 害 治 療 研 究 費 受 給 者 状 況  

表１２－（３）先天性血液凝固因子障害治療研究費受給者状況  （単位：人） 

年 度  総 数  

成

田

市 

佐

倉

市 

四

街

道

市 

八

街

市 

印

西

市 

白

井

市 

富

里

市 

酒

々

井

町 
栄

町 

令 和 元 年 度  20 4 3 2 5 3 1 0 0 2 

令 和 2 年 度  21 4 3 3 5 3 1 0 0 2 

令 和 3 年 度  23 6 4 1 5 3 1 0 1 2 

 

（ ４ ） 難 病 相 談 事 業  

ア  在 宅 療 養 支 援 計 画 策 定 ・ 評 価 事 業  

表１２－(４)－ア 在宅療養支援計画策定・評価会議実施状況 (単位：人) 

 

   区  分  

 

 

 年  度  

 

支 援 計 画  

策    定  

実 施 件 数  

 

支 援 計 画  

評   価  

実 施 件 数  

構   成   員  

専

門

医 

家

庭

医 

看

護

師 

理

学

療

法

士 

保

健

師 

そ

の

他 

令和元年度 5 5 2 － 2 －   5  18 

令和2年度 10 10 3 － 6 － 10  37 

令和3年度 7 7 5 － 6 4 9 66 

 

イ  訪 問 相 談 事 業  

（ ア ）  訪 問 相 談 員 派 遣 事 業  

表１２－(４)－イ－（ア） 訪問相談員派遣事業実施状況 

区 分  

年 度  
人   数  回   数  実 人 員 延 人 員 

令和元年度 3 18 7 18 

令和2年度 3 18 8 18 

令和3年度 1 0 0 0 

 

（ イ ） 訪 問 相 談 員 育 成 事 業  

表１２－(４)－イ－（イ） 訪問相談員育成事業実施状況 

区 分  

年 度  
月  日  主  な  内  容  職  種  人 数  

令 和 元 年 度  

 

令 和 元 年  

①  12 月 25 日  

 

①  ALS の 印 旛 保 健

所 管 内 の 状 況 と

県 の 取 り 組 み 、

支 援 者 へ の メ ッ

訪 問 相 談 員 の

ほ か 、 介 護 支

援 専 門 員 等 地

域 の 支 援 者  

① 42 人  

② 57 人  

③ 44 人  



 

 

 

令 和 2 年  

②  1 月 14 日  

③  2 月 6 日  

セ ー ジ 、 ALS の

病 態 と 治 療  

②  難 病 患 者 の 災 害

対 策 、 千 葉 県 在

宅 難 病 患 者 一 時

入 院 事 業 に つ い

て  

③  障 害 福 祉 サ ー

ビ ス と 介 護 保

険 制 度 の 活 用

方 法 、 ALS 患 者

と 家 族 の 支 援

(グ ル ー プ ワ ー

ク ) 

令 和 2 年 度  
令 和 3 年  

2 月 22 日   

講演「レスキューナース

に学ぶ！風水害時の防

災対策について」辻 直

美 氏（国際レスキュー

ナース） Web開催 

訪 問 相 談 員 の

ほ か 、 介 護 支

援 専 門 員 等 地

域 の 支 援 者  
51 人  

令 和 3 年 度  
令 和 3 年  

11 月 5 日   

講 演 「 レ ス キ ュ ー

ナ ー ス に 学 ぶ ！ 地

震 時 の 防 災 対 策 に

つ い て 」 辻  直 美  

氏 （ 国 際 レ ス キ ュ

ー ナ ー ス ）  Web

開 催  

訪 問 相 談 員 の

ほ か 、 介 護 支

援 専 門 員 等 地

域 の 支 援 者  55 人  

 

 

ウ  医 療 相 談 事 業  

表１２－（４）－ウ 医療相談事業実施状況 

実 施 日  参 加 人 数  実 施 会 場  対 象 疾 患  実 施 内 容  従 事 者 人 数  

令 和 4 年  

1 月 31 日  

15 人  印 旛 保 健

所  

(Web 開 催 ) 

潰 瘍 性 大

腸 炎 、ク ロ

ー ン 病  

講 演 １  

 「 医 師 が 話 し

て い る こ と を 理

解 す る た め に 炎

症 性 腸 疾 患 の 患

者 さ ん が 知 っ て

お き た い 知 識 」  

講 演 ２  

 「 腸 に や さ し

く 栄 養 を と る コ

ツ 」  

※ 病 態 別 栄 養 教

室 を 再 掲  

6 人  

  



 

 

エ  訪 問 指 導 事 業  

  表１２－（４）－エ 訪問指導事業実施状況(疾患別)   （単位：件） 

疾      患      名  令和元年度 令和2年度 令 和 3年 度  

総            数  24 10 38 

  2 筋 萎 縮 性 側 索 硬 化 症   15 10 36 

  8 ハ ン チ ン ト ン 病  3 － －  

17 多 系 統 萎 縮 症  － － 1 

18 脊 髄 小 脳 変 性 症  3 － －  

85 特 発 性 間 質 性 肺 炎  － － 1 

90 網 膜 色 素 変 性 症  2 － －  

 

オ  訪 問 診 療 等 事 業  

      表１２－（４）－オ  訪問診療等事業実施状況     （単位：人） 

区 分  

 

年 度  

指 導 人 数  

実 施

方 法  

従   事   者   人   数  

実  

人  

員  

延  

人  

員  

専  

門  

医  

主  

治  

医  

看  

護  

師  

理 学  

療 法  

士 等  

保  

健  

師  

そ  

の  

他  

令 和 元 年 度  －  －  －  －  －  －  －  －  －  

令 和 2 年 度  －  －  －  －  －  －  －  －  －  

令 和 3 年 度  －  －  －  －  －  －  －  －  －  

（注）訪問リハビリテーションも含む。 

  



 

カ  窓 口 相 談 事 業  

           表１２－（４）－カ 相談内容          （単位：人） 

内      容  令和元年度 令和2年度 令和3年度 

相 談 者 数  （ 延 ） 1,077 342 972 

申 請 等   799  99 169 

医 療    58 122 205 

家 庭 看 護    74  46 139 

福 祉 制 度   116  38 169 

就 労    25  26 119 

就 学     2   1   9 

食 事 ・ 栄 養     3   6  89 

歯 科 －   0   6 

そ の 他 －   4  67 

                            

キ  難 病 対 策 地 域 協 議 会  

表１２－(４)－キ 難病対策地域協議会実施状況 

実 施 日  テ ー マ  構 成 員 （ 職 種 ）  延 人 数  内 容  

     

 

  



 

１３ 受動喫煙対策 

健康増進法の改正により、令和元年7月1日に子どもや患者等が主な利用者となる施設は原則敷

地内禁煙となった。また、令和2年4月1日から多くの人が利用する全ての施設において原則屋内

禁煙となった。施設からの問合せや県民からの苦情等に基づく助言・指導等を行うとともに、指導

によって改善が認められない場合等必要に応じて立入検査を実施した。 

 

表１３－（１）－ア 問合せ・苦情届出状況 

区 分  

 

年 度  

件数 

内 訳 

第一種 

施設 

第二種 

施設 

喫煙目的 

施設 

旅客運送 

事業 
規制対象外 

令和2年度 106 - 105 1 - - 

令和3年度  20 -  20 - - - 

 

表１３－（１）－イ 立入検査状況 

区 分  

 

年 度  

件数 

内 訳 

第一種 

施設 

第二種 

施設 

喫煙目的 

施設 

旅客運送 

事業 
規制対象外 

令和2年度 0 - - - - - 

令和3年度 0 - - - - - 

 

  



 

１４ 市町村支援 

管内市町の保健事業が円滑な推進が図られるよう、市町健康づくり推進協議会等へ委員として

参加し、事業計画・評価等の支援をしている。 

 

（１）市町村への支援状況 

表１４－（１）市町村への支援状況 

項

目 

 

 

市

町

村 

会 議 ・ 連 絡 技術的支援 

会 議 名 回数 職種 主 な テ ー マ 

事

業

名 

回

数 
職種 

成
田
市 

成田市健康づくり

推進協議会 

1回 課 

 

令和 2 年度健康増進課事

業実績、健康増進計画の進

捗状況について 

   

佐
倉
市 

佐倉市健やかまち

づくり推進委員会 

1 回

※ 

課 「健康さくら21(第2次)」

【改訂版】進捗状況調査結

果について 

   

八
街
市 

八街市健康づくり

推進協議会 

 

1 回  

※ 

課 令和 3 年度健康増進課事

業報告（見込み）、令和4

年度事業計画（案）につい

て 

   

印
西
市 

印西市健康づくり

推進協議会 

2回 課 令和2年度事業報告、令和

3年度事業計画(案)につい

て 

   

白
井
市 

白井市健康づくり

推進協議会 

 

 

白井市栄養士連絡

会 

1回 

 

 

 

1回 

課 

 

 

 

栄 

令和2年度実績報告、令和

3年度取組、令和4年度事

業計画（案）について 

 

令和 2 年度白井市食育推

進計画の実績、令和3年度

の取組、令和4年度事業計

画（案）について 

   

富
里
市 

富里市健康づくり

推進審議会 

1回 

※ 

課 令和 2 年度富里市保健事

業報告、令和3年度事業計

画について 

   

栄
町 

栄町健康づくり推

進協議会 

1回 

※ 

課 第 4 期健康増進計画の計

画期間延長について 

   

※（注）書面開催及び会議を中止し意見書提出により開催とされた回数を含む。 

＊職種：医（所長）、次（次長）、課（課長）、保（保健師）、栄（栄養士）、精（精神保健福祉相

談員）、事（一般行政） 


